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■0. 調査の概要

■ 目的

– わが国の学協会の機能強化を検討するための現状調査
■ アンケート調査 【今回は3/5時点の速報値】

– 対象
• わが国の学協会すべて（約1,800）、回収748（3/5時点）

– 方法
• 郵送法（電子ファイルによる回答も可）

– 調査項目
• 団体の概要、事務局、会員、平成17年度の事業、平成17年度の財政状況、
国際的活動、運営強化、事業強化、日本学術会議との連携強化の意向

■ ヒアリング調査

– 対象
• 各分野の主要学会約35（予定）

– 調査項目
• 情報発信、国際競争力強化、改革に向けた取り組みの先進事例など
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■1. 組織体制：規模［注：連合体除く］

■ 会員数1000人以下が過半であり、1万人以上は3%に過ぎない

3,000人～,
11%

300人～,
40%

1,000人～,
24%

10,000人
～, 2%

～299人,
17%

無回答, 5%

30,000人
～, 1%

N=685
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■1. 組織体制：規模［注：一部～三部の分類には重複あり］

■ 一部は小規模な学会が多く、二部、三部は大規模な学会が多い。

人文社会学系

生命科学系

理工学系

16%

26%

10%

11%

36%

42%

34%

40%

22%

14%

26%

24%

13%

5%

17%

17%

9%

9%

10%

4%

3%

3%

3%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

一部関連

二部関連

三部関連

構成比

300人未満 300人以上 1000人以上 3000人以上

連合体 無回答 N=748
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■1. 組織体制：事務所

■ 4割は事務職員がおらず、定常的な事務所がないものも3割

4%

39%

29%

30%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

資産として所有している
事務所がある

有償で借りている
事務所がある

無償で提供を受けている
事務所がある

定常的な事務所はない

構成比

N=748

事務職
員はい
ない,
38%

無回答,
1%

事務職
員がい
る, 61%

N=748
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■1. 組織体制：法人格

■ 現在は任意団体が8割、法人格を持っている団体の多くは社団法人

■ 任意団体の中で法人格取得計画があるのは2割
（公益社団法人を予定している団体が多い）

取得の計
画はなし,
41%

取得の計画があ
る（一般社団法
人）, 2%

取得の計
画がある
（公益社団
法人）, 16%

取得の計画があ
る（公益財団法
人）, 1%

取得の計画があ
る（一般財団法
人）, 0%

取得の計画があ
る（特定非営利活
動法人（NPO法
人））, 2%

取得に関
心はあるが
計画は未
定, 32%

取得の計画があ
る（その他）, 1%

無回答, 6%

N=748

社団法人,
15%

有限責任
中間法人,
2%

法人格が
ない, 77%

その他法人, 0%

特定非営
利活動法
人(NPO法
人), 3%

財団法人,
1%

無回答, 1%

N=748現在
将来
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■1. 組織体制：法人格

■ 規模が多いほど法人格を取得している傾向がある

■ 1000以上の学協会では、NPO法人や有限責任中間法人が一定の割合

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300人未満

300人以上

1000人以上

3000人以上

連合体

全体

構成比

社団法人 財団法人
特定非営利活動法人(NPO法人) 有限責任中間法人
その他法人 法人格がない
無回答

N=748
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■2. 会員の動向［注：5年後を想定、連合体除く］

■増加（3割）、ほぼ変わらず（4割）、減少（2割）

■三部で減少が多い理由：理工系の学協会で企業会員が減少傾向

41%

36%

24%

33%

39%

39%

40%

40%

11%

16%

29%

18%

4%

6%

4%

5%

5%

3%

4%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一部関連

二部関連

三部関連

全体

構成比

増加する ほぼ変わらず 減少する

わからない 無回答 N=685

人文社会学系

生命科学系

理工学系
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■3. 財政

■ 黒字が6割、赤字が3割

■ 実収入の10%を超える黒字の学会が１／４ある一方、10%を超える赤字の学
会が１割

黒字：実収
入総額の１
０%以内,
36%

黒字：実収
入総額の１
０%を超える,
24%

赤字：実収
入総額の１
０%以内,
22%

赤字：実収
入の１０%を
超える, 11%

無回答, 7% N=748
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■4. 活動内容：出版・研究会

■研究発表はほぼすべて、シンポ・講演会は７割が実施

一般向けシンポジウム、講演会等本部主催の研究大会等

実施して
いない
が、過去
に実施し
ている,
1%

無回答, 0%

実施した
ことはな
い, 2%

実施して
いる, 97%

N=748

実施して
いる, 69%

実施した
ことはな
い, 21%

無回答,
2%

実施して
いない
が、過去
に実施し
ていた, 8%

N=748
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■4. 活動内容：電子媒体

■ ウェブサイト、アーカイブ、電子ジャーナルを実施

72%

18%

3%

15%

21%

7%

30%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

独自の学協会のホームページを運営

国立情報学研究所(NII)の
学協会情報発信サービスを利用した

ホームページ運営

その他ホームページ

独自の論文等のアーカイブの構築

科学技術振興機構（JST）の
J-STAGE等を活用したアーカイブの構築

その他アーカイブ

電子ジャーナル化への取組みを行っている

上記いずれの取組みも行っていない

構成比

N=748
複数回答可
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■4. 活動内容：電子媒体

30%

17%

21%

39%

56%

32%

15%

37%

42%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

合計

300人未満

300人以上

1000人以上

3000人以上

連合体

一部関連

二部関連

三部関連

実施率

■ 電子ジャーナルの実施率は、大規模な学協会、二部・三部関連の分野で多
くなっている。
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■4. 活動内容：国際的活動

■ 国際集会を実施しているのは4割

■ 学会・論文誌：外国語による投稿を認めるのは半数弱

■ 工夫：英文誌の発行、査読期間の短縮、アジアからの投稿を増やす（理工
系）

実施して
いない,
56%

無回答, 3%

実施した,
40%

N=748

12%

61%

59%

25%

46%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

外国語による
出版を行っている

外国語による
投稿を受け付けている

外国語の
アブストラクトをつけている

外国語の
論文題名をつけている

上記のいずれも
実施していない

構成比

N=748
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■5. 連合体

■ 学協会の4割が連合体に所属

■ 事業内容としては、研究会の共同開催等が多い

6%

22%

9%

13%

9%

20%

27%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

論文誌、学会誌の共同出版

研究大会の共同開催

国際集会の共同開催

国際学会への対応
実務家の訓練や資格に
関する基準策定、資格付与

その他の事業

特に行っていない

比率

N=264

連合体に参加して行っている事業

学協会の
連合体,
3%

連合体に
所属して
いる学協
会, 35%

連合体に
所属して
いない学
協会, 56%

無回答, 5%
N=748
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■6. 学術会議との関係（自由意見）

■ 日本学術会議と連合体との連携

– 連合体との連携は賛成なので進めて欲しい。
– 個別の学協会との連携も強化して欲しい。
– ボトムアップの意見収集を強化して欲しい

■ 望む連携の内容

– 国レベルでの提言や発信（工学離れ、学力低下など）
– 情報交換・情報共有
– 学会活動の支援

• 国際活動・シンポジウム、研究会、セミナーの後援・共同開催
■ 日本学術会議へ望むこと

– 他の学協会間の連携、学際分野対応のための学協会連携支援
– 当該分野に対する支援
– 社会への発信
– 研究倫理、外国学協会の論文誌重視、公益法人などの問題の審議
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■7. まとめ

■ 学協会の規模や形態は大きな差がある
– 規模は大きな差があり、1000人以下が過半
– 事務職員がいない、定常的な事務所もない学会が3～4割
– 任意団体も3/4で、特に小規模な学協会で多い

■ 会員、および財政はまちまち
– 会員の将来見通しは、増加（３割）、ほぼ変わらず（４割）、減少（２割）
– 黒字が６割、赤字が３割

■ 活動内容
– 研究発表はほぼすべて実施するが、シンポ・講演会は７割
– 電子ジャーナル化は３割が実施

■ 国際化
– 外国語による投稿を認めるのは半数弱

■ 法人格
– 公益社団法人の取得計画が多い（その一方で４割が任意団体のまま）

■ 学術会議への期待
– 情報発信、学協会の連携支援、学協会からのボトムアップの強化、学協会の活
動支援など

■ 分野、規模、役割に応じて、機能強化策を論じる必要


